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現代資本主義論の方法と構成について
一本間要一郎氏の所説に関連して
高　　木 彰
はじめに
　現代資本主義とは，第2次大戦後の戦後段階の資本主義のことであり，そ
の意味では1930年代を起点とするいわゆる国家独占資本主義よりは新しい資
本主義のことである。それは巨大独占体によって経済活動が支配され，国家
の機能が再生産過程において極めて重要な役割を果たしていることにおいて
特徴づけられているのである。特に，国家の再生産過程への介入という点に
ついては，30年代とは比較にならないものといえよう。このような現代資本
主義を一つの理論体系において把握することは現段階の諸矛盾の基本的性格
を規定するために，従って，諸矛盾が如何に，どのようにして発現せざるを
えないかを理論的に解明するために不可欠である。現代の資本制経済を分析
するための基礎理論の体系的展開が必要とされているのである。そこにあら
ためて現代資本主義論を体系的に展開することの重要性が存しているのであ
る。（1）
　現代資本主義論を構想する場合，考えておかねぽならないことが二つあ
（1）入江節次郎氏は，現代資本主義論という名称にかえて現代帝国主義論という方が対象
　がはっきりすることになるとされている。r帝国主義論への道』ミネルヴァ書房，1973
　年，！38～9頁。
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る。第一点は，巨大独占体と国家という二つの範疇は現代資本主義の基礎理
論にどのように取り込まれるべきかということである。従来，それらは基礎
理論を前提としてより具体的な次元における問題として展開されるべきもの
であるとされてきたのである。しかし，そのような展開方法に立脚してきた
ところに，現代資本主義における新しい様相の展開を現代資本主義論の体系
に位置付けるのではなく，後追い的に分析するに留まった基本的な原因が存
するものといえよう。
　第二点は，第一点とも関連するのであるが，「資本主義の一般理論」である
r資本論』と現代資本主義論との関連をどのように把握するかということで
ある。現代資本主義論の農開においても『資本論』を基礎理論として前提す
ることの重要性は，多くの論老によって指摘されているところである。例え
ば，富塚良三氏は，マルクスの『資本論』体系において「『資本主義経済の一
般理論』としての『経済学の原理論』の発展が一段階を画し，それによって
確定的な基礎が与えられている」とされ，それを学ぶことによって戦後日本
資本主義を分析することができるとされるのである。富塚氏は，戦後の資本
主義における「固有の構造的矛盾」は，rr高度成長』という急速な資本蓄積
の過程それ自体のなかに構造的に内包され成熟してきた矛盾」であり，「資
本主義的生産に本来的な矛盾が独占段階の構造変化とインフレ政策とによっ
て屈折と変容を受けながら発現しているもの」であり，「それゆえに現今の
状況をその必然性において認識し，現代資本主義をそれに固有の問題性にお
いて把握するためには資本制経済の構造と動態を『資本一般』の理論として
原理的・体系的に明らかにするr経済学の原理論』についての正確な解明が
まず前提されなければならない」とされ，次いで，「『経済学の原理論』の古
典こそはマルクスの『資本論』であり，それが『構造分析』（経済的な諸範疇
の内的編成の解明）に基づく動態分析（運動法則の展開）」たるところに「経
済学の古典としての不滅の意義がある」とされるのであり，かくて，「『資本
論』を理論的な基準としてより現実的・具体的な諸問題の解明に向うべきで
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あり，それ故にこそ『資本論』の全体を綿密・正確に，かつ体系的に再現
し，更に未完成な部分を敢えて展開」（2）することが経済理論の研究において
必要であるとされているのである。
　富塚氏は，「資本主義の一般理論」とは「およそ資本主義が資本主i義である
かぎり作用し貫徹するところの一般的な運動法則を定式化したものにほかな
らない」が故に，現代資本主i義のもとではそのようなト般的な運動法則」
が「屈折と変容」を受けるものとして理解されねばな：らないのであり，この
「一般的な運動法則」の「屈折と変容」において戦後資本主義＝現代資本主
義の基本的構造が分析されるとされているのである。それは現代資本主義論
において『資本論』を「資本主義の一般理論」として位置付ける限り，現代
資本主義の運動法則を『資本論』の世界における運動法則の「屈折と変容」
として規定せざるをえないということを意味しているものといえよう。現代
資本主義分析の基礎理論の展開のための方法とは，まさしくこの『資本論』
の現代資本主義論における位置付けの問題に応えることに関わるのである。
換言すれば，「屈折と変容」を受けた経済運動法則が現代資本主義において
は一般的であり，典型的ですらあるのであり，それ故，そのような「屈折と
変容」における運動法則を必然化せしめる機構の解明こそが必要とされるの
であるが，その場合に，「資本主義の一般理論」の運動法則の「屈折と変容」
を指摘することによってどれだけ現状分析を遂行する際に意義があるのかと
いうこと，これがまさしく問われている課題なのである。
　更に，現代資本主義においても資本主義としての属性はいささかも変化し
ていないのであり，むしろその基本的属性においてはより明確に，従ってよ
り資本主義らしくなっているのである。（3）資本主義の基本的特微は，労働力
（2）富塚良三『経済原論一資本主義経済の構造と動態一』有斐閣，1976年，2～3頁。
（3）この点，森岡孝二氏も「この見地から現代の資本主義を観察するなら，今日ほど資本
　主義が資本主義らしくなった時代はかってなかったと断言できる」（『現代資本主義分
　析と独占理論』青木書店，1982年，9頁）とされている。
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の商品化を本質的規定として商品生産を一般的基礎とし，利潤追求を推進動
機とする生産方法であることに存するのであるが，それら三点のいずれを
とっても，現在の日本経済はその深化の度合いを強くしているのである。労
働力商品化ということでいえば，労働者は賃金奴隷としての資本への従属を
多様な形態において益々深めていっているのであり，又，経済活動の推進動
機が唯一利潤追求であることは，経済の全分野を支配する原理になっている
のである。このような点からすれば，現代資本主義の経済的運動法則を資本
主義の一般法則の「屈折と変容1として理解することはむしろ誤りですらあ
るといえよう。「屈折と変容」として把握されるような状況そのものが現代
資本主義の運動機構それ自体によってうみだされるものとして理解されねば
ならないのである。
　かくて，問題は現代資本主義の経済的運動法則をそれ自体におけるものと
して解明するための方法とは如何なるものであるのかということである。現
代資本主義論の展開に際して，r資本論』の重要性を強調することと，それが
如何なる意義をもつものとして具体的に展開されるかということとは区別さ
れねぽならないのである。それはr資本論』の現代的意義を問うことに関わ
ることでもあり，『資本論』体系をそれが資本主義の基礎理論であることの
故に前提されさえずればそれでよいという従来暗黙の前提とされてきたその
方法的意義を問うことでもあるのである。本稿は，このような現代資本主義
論研究への準備として，本間要一郎氏の所説を前記の二点との関連において
検討することを通して現代資本主義論における問題点を別品しょうとするも
のである。本間氏の著書は，第1章「現代資本主義論の方法」，第2章「独占
資本主義」，第3章「国家独占資本主義」において構成されているが，本間氏
は，現代資本主義分析の中心課題は，「独占資本主義の経済的構造」を解明す
ることにあるとされることから，分量的にも内容的にも第2章がその中心と
なっている。④
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（1）現代資本主義論の論理構造
　本間氏は，現代資本主i義の理論は，「資本主義の一般的諸規定に基づく特
殊段階理論の展開，一般的本質規定の段階的形態規定への具体化という形を
とらざるをえない」のであり，従って，それは「現代資本主義をその成層構
造においてとらえるための認識の序列」（6頁）を意味するもののことであ
るとされる。ここで「現代資本主義の成層構造」とは，「現代資本主義におい
ても資本主義としての一般性は保持されている」という認識を前提とした上
で，「独占資本主義としての基本的な諸関係と，その上に構築される国家独
占資本主義的弓関係の総体として与えられる」（3頁）もののことである。
本間氏は，現代資本主義がこのような「三層の成層構造」を成しているのに
対応して，現代資本主義の理論も「三層の重層的構成」の理論体系をもつこ
とになるとされるのであり，そのような理論とは「（1）資本主義の一般理論，
（2）その特殊＝段階理論としての独占資本主義論，及び（3）その現代的形態規
定としての国家独占資本主義論という，夫々に抽象の次元を異にする三つの
グループの理論的諸範疇を包摂する一つの体系」（4頁）として規定される
もののことであるとされる。
　本間氏の所説では，現代資本主義を「三層の成層構造」において把握し，
現代資本主義論を「三層の重層的構成」の理論体系において規定するとされ
ているのであるが，そのことが現代資本主義分析の基礎理論の体系的展開の
いわば方法論的意味をもつことになっているのである。しかも，そのような
方法論は，現代資本主義論を体系的に問題にしょうとする場合，多くの論者
が採用する方法でもあるので，ここではその問題性を明確にしておくことは
極めて重要であるといえよう。
（4）本間要一郎r現代資本主義分析の基礎理論』岩波書店，1984年。本文中の同害からの
　引用は頁数のみを記した。
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　ここで，現代資本主義を「三層の成層構造」において把握することは，一
見したところ極めて当然のように思われる。経済活動を規定する基本的な関
係を独占資本主義に求め，国家の機能を上部構造の関係として規定し，より
基本的規定として現代資本主義も資本主義であると把握することには何等疑
問の余地がないということである。しかし，そこに一つの陥穽が存するので
ある。国家独占資本主義の段階といえども，資本主義そのものに変りはない
のであり，しかも独占資本主義段階という段階規定においても区別されるも
のではないということが本間氏における「三層の成層構造」としての規定の
根拠である。しかし，現代の資本主義は，資本主義としての本性，独占資本
としての段階規定性を国家独占資本主義として具体化し，現実に展開してい
るのであり，国家独占資本主義の動態過程はまさしく資本主義そのものの運
動過程として理解されねばならないのである。
　それは，現代資本主義における経済活動の支配主体が独占体に求められる
ならば，その独占体の運動との関連で資本主義としての基本的規定や国家の
機能が問題にされねばならないということである。現代資本主義の認識が実
は主体としての独占体の運動を基軸にして，それとの関連において行うこと
が要請されているのである。現代資本主義の基本的特質を資本主義一般，独
占資本，国家の三者に分解してしまい，夫々の契機を別個のものとして，相
互に外的なものとして規定して現代資本主義論の展開を図ろうとしていると
ころに，現代資本主義の総体的，全機構的把握において方法的難点が存する
という結果をもたらしているものと思われる。
　現代の資本主義を「資本主義一般，独占資本，国家」の三者に分解して．
その序列において体系化を図ろうとするという方法は，マルクスのいわゆる
「経済学批判体系」フ．ランを固定的なものとして理解し，それを直接的に適
用しようとしたことと関連しているものと思われる。（5＞
　マルクスが1850年代の後半，経済学研究のために作成した当初のフ．ランと
は，六部門編成のものであり，それは以下のようなものである。
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　　「『経済学批判』プラン（1858～62）1．資本［序説一商品と貨幣］a）
資本一般，1）資本の生産過程（！．貨幣の資本への転化，2．絶対的剰余
価値，3。相対的剰余価値，4．両者の結合，5．剰余価値に関する諸理
論）。2）資本の流通過程。3）両者の統一，又は資本と利潤。b）諸資本の
競争。c）信用。　d）株式資本。1．土地所有。皿．賃労働。　N。国家。
V，外国貿易。M．世界市場（と恐慌）」（Meh．1．　va）。（6＞
　本間氏は，この「プラン」がマルクスにおいては不変のものとして堅持さ
れていたとされ，「プラン」における「資本一般」編は後に実際に展開された
r資本論』体系に該当するとされるのであり，そのような「フ．ラン」の理解
のゆえに，この「フ．ラン」における「資本一般」，「諸資本の競争，信用」，
「国家」という夫々の部編に対応的に「資本主義の一般理論」，「独占資本主
義の理論」，「国家独占資本主義論」という三種類の理論を序列化されること
によって現代資本主義論の体系とされたのである。独占資本主義論の構築に
際して，r資本主義としての一般性」を独占体の運動に関連してではなく，そ
れ自体において問題にしょうとする限り，資本の一般的本性がまさしく一般
的に問題にされることになるのであるが，しかし，そこで必要なことはその
ような資本の一般的：本性の独占資本としての実現の形態を解明することであ
る。これに対して，「諸資本の競争，信用」は，資本の本性の現実的発現その
ものを意味するのである。しかし，本間氏は，それを「資本の本性発現の現
実的条件」として規定されることから，自由競争から独占心乱の競争への転
（5）本間氏は，「プラン問題」について積極的な展開をされているわけではないが，かつて
　次のように指摘されたのである。「現在のところ，r資本論』が少なくとも「資本一般」
　を十全な形で含むものであるとするところまでは，ほぼ共通の解釈が確立している」
　　（本間要一郎『競争と独占』新評論社，1974年。24頁）。
（6）マルクスの「プラン」に関して，それが不変のままであったのか，変更したのかとい
　うことについて，いわゆる「プラン問題」としての論争があるが，その論争については
　拙著r恐慌・産業循環の基礎理論研究』（多賀出版，1986年）「序論」において整理した
　ことがある。
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化をその「条件」の変化として規定され，その変化によって資本の本性の発
現そのものが「屈折と変容」を受けることになると理解されているのであ
る。即ち，「独占資本主義の理論」とは，そのような資本主義一般における諸
規定の「屈折と変容」を解明するものとされることになっているのである。
　この点に関連しているのは，本間氏が生産価格と独占価格の関係を問題に
されていることである。本間氏は，次のように指摘されている。「『資本論』
の上向体系は，自由競争の中に現われる現実的・具体的諸関係を理論的に再
現させる方向で構成されている。『資本論』がその基本的諸範疇を，自由競争
という現実的条件を導入することによって具体化させようとしたその『上向
の旅』は独占の形成という条件が生まれたことによって一つの屈折を受けざ
るをえないのである」，それ故，「生産価格のある種の変形としての独占価格
範疇の論証という，一つの『屈折』を論理的上向の一環に組み入れることが
必要となるのである」。（η
　本間氏は，独占の形成とは自由競争という資本の本性発現の現実的条件の
変化を意味するものとされるのである。資本の本性発現の現実的条件の変化
が本性の発現形態に対して「一つの『屈折』」をもたらすということが独占の
成立であるとされるのである。それ故，本間氏においては，独占価格は生産
価格の「ある種の変形」として規定されることになっているのである。かく
て，本間氏は，マルクスのかの「プラン」において「諸資本の競争，信用」
に替えて「独占資本主義の経済理論」を設定されているものといえよう。本
間氏の所説がマルクスの「経済学批判体系プラン」の固定化というのはこの
点に関連してのことである。本間氏は，「プラン」の「亡霊は，しかるべく払
いのけた方がいい」（8）とされているのであるが，「プラン」の「亡霊」とは，
「諸資本の競争，信用」に替えて「独占資本主義の理論」を設定するという
（7）本間要一郎rr資本論』とr帝国主義論』」r経済評論』1967年11月号，39頁。
（8）同前，32頁。
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そのことであり，現代資本主義を「三層の成層構造」において把握するとい
うそのことに他ならないのである。「フ．ラン」の「亡霊」は当の本間氏にこそ
あてはまることであるといえよう。
　ところで，本間氏は，「資本主義の一般理論」，「独占資本主義の理論」，「国
家独占資本主義論」という三者の理論は夫々「抽象の次元を異にする」もの
であるとされているのであるが，その場合，「資本主義の一般理論」に対して
「独占資本主義の理論」がより具体的な展開であり，上部構造の関係にある
と規定したとしても，それだけで独占資本主義論において展開されるべき理
論内容がなにほどか明確になるというわけではないのである。少なくとも，
「独占資本主義の理論」が「資本一般」よりは具体的な論理次元に属すると
いうことは，「独占資本主義の経済理論」として展開されることは，競争の形
態変化による生産価格論の「変容」＝「独占価格論」ということでしかない
のである。又，独占資本主義論に対して，国家独占資本主義論が上部構造の
位置にあるとした場合，そして国家独占資本主義論の理論的基礎が独占資本
主義論においてこそ与えられるものとすれば，独占資本主義論において国家
が捨象されることにより国家独占資本主義において国家が再生産過程の重要
な契機として機能しているということを基礎理論としては包摂しえない理論
的体系を構想することにもなるものといえよう。これらの点については，第
ll，皿節において検討することにする。
　かくて，「三層の成層構造」において現代資本主義論の体系的展開を構想
するという方法そのものが克服されねばならないのである。問題は，現代資
本主義を如何に認識するかということである。その認識の序列化において現
代資本主義論の体系的農開，叙述の方法が確立されてきたことを考えるなら
ば，現代資本主義を「三層の成層構造」として認識すること自体が再検討さ
れねばならないのである。（9）t（10）
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（ll）「独占資本主義の経済理論」について
　　（A）「独占資本主義の一般理論」と「資本主義の一般理論」
　国家独占資本主義が独占資本主義の「最：後」の「小段階」（63頁）であると
すれば，国家独占資本主義の理論的基礎は独占資本主義の理論に求められる
ことになる。現代資本主義論の体系において，独占資本主義の理論は，中軸
的意味をもつとされるのである。本間氏の所説にそくして独占資本主義論の
理論的性格と独占の本質的規定を検討することがここでの課題である。
　本間氏は，「経済学の現代的体系の中に，自由競争資本主義の経済理論と
独占資本主義の経済理論の二つが含まれるべきで，前者の展開の中から後者
が導きだされる，というように考えるのは正しくない」（5頁）とされ，独占
資本主義の理論を「一般理論からの特殊＝段階論的展開」（4頁）として把握
することが必要であるとされる。独占資本主義段階の理論を「資本主義一般
の理論」を基礎として「一般理論的」に解明するということである。その場
合，本間氏が想定されていることは「帝国主義なる『上部構造』の基礎理
論」｛11）を展開するということである。
　ここでの問題は，「資本主i義の一一般理論」と「独占資本主義の一般理論」と
が「抽象の次元を異にする」（4：頁）ものとしていわば土台と上部構造の関係
として把握されていることと，独占資本主義論が「一般理論的」に解明され
るとされていることについてである。しかし，自由競争段階における「資本
（9）本間氏において「三層の成層構造」として規定された問題を「重層構成」の関係とし
　て問題にされたのは，入江氏である。前掲書，115～121頁。
（10）この「重層的構造」の問題について，森岡孝二氏は，「『資本主義の一般理論』を『独
　占資本主義の理論』のr基準あるいは基礎理論』として持ち出すその仕方が，問題を
　『全面的かつ体系的』に解明していくうえで果たして有効な方法たりえているかどう
　か」（r現代資本主義分析と独占理論』青木書店，1982年，58頁）という点において疑問
　であるとされている。
（11）本間要一郎「『資本論』とr帝国主義論』」『経済評論』1967年11月号，40頁。
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主義の一般理論」と独占段階における「独占資本主義の一般理論」とは，「抽
象の次元を異にする」ものとしてではなく，いわぽ並列の関係におけるもの
として理解されねばならないのである。両者の理論体系を「重層的関係」に
おいて規定するか，「並列的関係」において規定するかということは，どうで
もよいことではない。その関係把握の相違が「独占資本主義の一般理論」の
体系構成の内容を大きく規定することになるのである。
　「自由競争資本主義」の分析に際しては，「資本主義の一般理論」がその基
礎理論とされねばならないのであるが，同時に「独占段階の資本主義」の分
析に際しても「独占資本主義の一般理論llがその基礎理論とされねぽならな
いのである。両者のそのような関係把握から，「資本主義の一般理論」と「独
占資本主i義の一般理論」とは「抽象の次元を異にする」ものとしてではな
く，まさに「同じ抽象の次元におけるもの」として，夫々の段階における現
状分析の基礎理論として位置付けられねぽならないのである。しかし，その
ことは同時に「独占資本主義の一般理論」の内容そのものが再検討されねば
ならないということでもある。ここでは，さしあたり「独占資本主義の一般
理論」を展開することが重要であることを指摘することに留めておく。
　ところで，本間氏は，「帝国主義段階の基本的特徴は，『独占の支配』とい
うこと」（16頁）であるとされ，独占資本主義という概念も「資本主義的生産
様式レベルにおける段階規定」（30頁）として把握されねばならないとされ
る。即ち，「自由競争の独占への転化」こそが資本主義の発展段階を画する
「基礎過程」として理解されねばならないのであり，資本支配における構造
変化を「生産様式レベルでの段階的変化」として規定することが必要である
ということである。
　しかし，このような本間氏の所説は，質的同一性における資本（その意味
での「資本一般」）による賃労働に対する支配と従属の関係から，独占体によ
る「支配と強制」の関係への変化に際して，その資本主体が「資本一般」と
しての資本の存在様式から「独占体」としての存在様式に転化したというこ
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とを意味しているのである。経済活動における主体の転換により，資本と賃
労働の一般的関係が独占体と賃労働，非独占体と賃労働，独占体と非独占体
との関係として，全く質的変化を遂げるに至ったのである。それが自由競争
から独占への転化の内容をなすのである。従って，「自由競争の独占への転
化］とはまず第一に剰余価値の生産においてその主語が「資本一般」から独
占体に転化したこととして理解されねばならないのである。
　かくて，一方では『資本論』という「資本主義の一般理論」を前提とし，
他方では独占資本主義を「資本主義的生産様式レベルにおける段階規定」と
して把握した場合，その独占資本主義段階における一般理論の体系は，独占
体を主語として剰余価値の生産，流通，総過程を考察するものとして構成さ
れねぽならないものといえよう。特に，独占資本の存立基盤を独占利潤の取
得に求めるとすれば，その独占利潤そのものの生産過程，即ち独占体の生産
過程の分析が独占資本主義論においても第一義的重要性をもつのである。即
ち，独占資本主義論においては，独占資本が如何に剰余価値を生産している
かという問題，即ち，独占資本の収奪機構を生産過程において解明すること
は絶対的に不可欠であるということである。本間氏においては，独占資本主
義が段階規定として把握され，その一般理論としての展開を意図されながら
そのことの意味が徹底されていないものといえよう。（12）
　かくて，問題は「独占資：本主義の一般理論」に対して「資本主義の一般理
論」は如何なる関係にあるかということであるが，それは同時に現代資本主
義論において「資本主義の一般理論」は如何なる意義をもつかということで
もある。この点について本間氏は，次のように指摘されている。
　「とはいえ，現代資本主義の基本的特質を明らかにしょうとする際に，資
本主義の一般理論的考察から始める必要はない。それは生物としての人間の
特質を明らかにしょうとするときにはそもそも生物とはなにかということに
ついての考察が前提されているのと同様の関係にある」（4頁）。
　本間氏は，「資本主義の一般理論」は現代資本主義論においては前提され
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さえすればそれでよいとされるのである。その場合，現代資本主義を分析す
るための理論的武器が国家独占資本主義論とされることによって，現代資本
主義の基本的特質の解明と資本主義としてのその一般的規定性とが直接結び
付きえないのであり，それ故，そのような現代資本主義論は，資本主義の一
般的規定を欠如させた理論体系たらざるをえないのである。本間氏の所説に
おいては，資本の一般的本性をより具体的に規定したものとしての独占資本
主義論の理論構成の内容がより重要な意味をもつことになるのである。それ
と同時にここで指摘すべきことは，本間氏が「資本主義の一般理論」は段階
論的展開によって「拡充・強化」されるとされていることに関わる問題であ
る。資本主義の独占段階の研究の進展を通して「拡充・強化」され，「精緻
化」（！2頁）された一般理論とはどのような内容のものであるかは，本間氏に
おいては全く不明である。換言すれば，「拡充・強化」された「資本主義の一
般理論」と「独占資本主義の一般理論」とはどのような関係にあるのかとい
うことである。本間氏は，そのような「資本主義の一般理論」とは「いわば
開かれた体系であって，それ自身が，段階理論の展開によってその一般理論
（12）北原勇氏は，「独占資本主義の理論」の構築のためには次の三点に留意する必要がある
　とされている。①独占資：本主義の構造的特徴の分析から出発して，独占資本主義固有の
　構造と動態の中に貫く法則性を全面的かつ体系的に解明するものでなければならな
　い。②「独占資本主義の理論」は，あくまでも「資本主義の一般理論」を基準，或は理
　論的基礎としつつ，資本主義の基本的経済法則が独占段階固有の条件下で如何に「変
　容」せしめられつつ作用するのかを明らかにすることである。③「独占資本主義の理
　論」は，「資本主義の一般理論」と論理次元や性格を異にする理論であり，その相違は，
　夫々の対象自体の性格によるものである。独占段階では，価格水準，設備投資，新生産
　方法の導入は独占企業の経営政策によって大きく左右されるので，それは必然性の法
　則というよりも，最も蓋然性の高いと見られる傾向の発見ということになる（『独占資
　本主義の理論』有斐閣，1977年。3～5頁）。ここで，「独占資本主義固有の構造と動態
　の中に貫く法則性」とは，一般理論の「変容」のことであり，「蓋然性の高い傾向」とい
　うことである。しかし，それは独占資本主義の「一般理論」としての性格のものという
　よりは，「段階論」として規定されるべきものである。そこでは一般理論と独占理論と
　を「重層的」関係において構築しようとする限り，独占理論は「段階論」たらざるをえ
　ないということの結果が示されているものといえよう。
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としての適格性を絶えず検証され，再構成されるという側面をもたざるをえ
ない」（14頁）とされるだけであり，国家独占資本主義段階においてそのよう
な一般理論とは『資本論』と如何に相違することになるかは明確にされてい
ないのである。（13）
　かくて，現代資本主義論の方法とは『資本論』は一国資本主義分析の方法
にたいして如何なる意義をもつのかという古くて新しい問題に還元されるこ
とになるのである。まさしく，r資本論』の現代的意義が問われているのであ
り，il資本論』を「資本主義の一般理論」として，「独占資本の一般理論」の
展開の前提条件として位置付けること自体の方法論的反省が要請されている
のである。（14）
（B）独占の本質的規定について
本間氏が「独占資本主義の理論」を構成するとされているその内容は，
（13）このような理論上の問題性をより直載な形で示したのが有井行夫氏である。有井氏
　は，「マルクス主義現代資本主劇論の理論的困難は，資本主義の一般理論から現代の理
　論構造が原理的に切断され，マルクスの達成がしかるべきかたちで動員されない仕組
　みが形成されていることに起因している。マルクスに対する直接的な防波堤がなんと
　　r独占資本主義の理論体系』論なのだ」（「独占資本主義論におけるr構造』とr歴
　史』・付論」駒沢大学r経済学論集』18～4，1987年，215頁）とされ，更にrr独占資本
　主義論』という問題設定がそもそも外在的なものである」とされている。それは「マル
　クスのr資本の理論』と同質な理論的性格においてはr独占資本主義』という構造はあ
　りえないから」であり，「独占を中心とする一群の経済現象の総括的特徴づけ」である
　とされる。即ち，「独占的諸現象は資本の構造の構造肯定性に関わるのではなくて，構
　造否定性に関わっている」のであり，それ故，「独占諸現象はどのような意味で構造否
　定性であるのかを問うことが第一義であ」り，又，「競争論的射程は諸資本の競争であ
　るが，これ自体はある理論的分析によって達した本質的関係にすぎない」（「独占資本主
　四駅におけるr構造』とr歴史』」関大r経済論集』33～2，1983年，185頁）というこ
　とである。
（14）ここでの問題は，従来マルクスr資本論』とレーニンr帝国主義論』との理論的関連
　性を如何に把握するかとして論じられてきたことに関わるものである。この点に関し
　ての論点を整理したものとして，次のものがある。入江／星野編『帝国主義研究一帝国
　主義論の方法一』1，お茶の水書房，1973年。
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（a）「独占成立の経済機構」，（b）「過剰と停滞」，（c）「金融資本」の三項目であ
る。これら三項目において「独占資本主義の一般理論」が体系的に展開され
うるかどうかということ，或は独占資本主義における固有の再生産構造と蓄
積法則を解明することができるかということは，議論を必要とする基本的問
題に属するものであるが，ここでは，本間氏が独占の本質的規定を如何なる
ものとして規定されているのかを独占形成との関連において見ておこう。
　本間氏は，「現に成立している独占資本主義の経済構造の基本的特質を明
らかにする」ためには，「この経済構造を規定する第一義的な最も基底的な
要因としての独占体の形成を取り上げる」（85頁）ことが必要であるとされ
る。その際本間氏は，独占成立の基礎過程を「生産の集積」に求め，その
「生産の集積」を「資本主義の一般理論を特殊段階論的に展開するそのいわ
ば結節点に置」（87頁）くことが必要であるとされるのである。本間氏は，
「生産の集積」に独占体形成の物的基盤を求めようとされるのである。
　しかし，本間氏は，「生産の集積」から帰結できることは，最低必要資本量
の増大と「標準的資：本集中度」（＝集積の絶対的な高さ）の増大ということで
あり，それは「一般的な競争制限作用」（98頁）を意味するにしかすぎないの
であり，「競争制限」の現実化の契機として「価格協定」（104頁）を想定する
必要があるとされる。即ち，「生産の集積」がうみだす競争制限要因とは部門
間の競争に関わるものであり，「独占の形成（部門内競争の止揚）は，部門間
の競争の制限を踏まえた上での同一部門内諸企業の問の何等かの形の人為的
協調なしにはありえない」（103頁）ということである。それ故，本間氏は，
「価格協定」を中心とするカルテルに独占的結合の根拠を見出されているの
であり，「カルテルはその加盟企業の独立性を保持したままの，価格競争の
次元における戦術休戦協定というべきもの」（103頁）であるとされるのであ
る。
　ここで独占形成の現実的契機が「人為的協調」であるとされ，カルテル価
格の設定において「独占資本主義のもとでの競争の形態変化を規定する基本
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的要因」（104頁）とされていることが問題であるといえよう。そのことは，
独占諸資本相互の関係を「反発」と「分裂」としてではなく，基本的には
「協調」として規定するということを意味しているのである。しかし，独占
資本主義段階における資本蓄積の動態過程において主導：的であり，決定的運
動形態は，本間氏も指摘されるように「独占的巨大企業間の競争」（141頁）
に他ならないのである。然るに，そのような資本蓄積の動態過程においては
「協調」を本質的規定とすることはできないのである。そこでは，急速な発
展と拡大とが本質的傾向とされねばならないのである。独占資本主i義は，資
本主義としての固有の矛盾を激化させるのであるが，それはその本質的規定
が「停滞」にあるからではなく，逆に発展と拡大を基調とすることにあるか
らなのである。｛15）
　本間氏においては，独占価格は，一方ではカルテル価格とされるのである
が，他方では「参入阻止価格」＝「供給制限価格」でもあるとされているの
である。それは独占価格水準の決定に何等かの現実的根拠を求め，その安定
的性格を強調するということでもある。一度独占価格が設定されるならば，
その独占価格機構が維持されるように独占体が運動するものと想定されてい
（ユ5）独占資本主義の基本的な特徴を「協調と競争」に求めるものとして、次のような指摘
　がある。「生産の集積にもとつく資本の集積・集中の発展が巨大企業間の競争の困難さ
　とそれらの間の協定の容易さを生みだし，このことによって独占的産業資本が形成さ
　れる」（上野俊樹／鈴木健編r現代の国家独占資本主義』（上），大月書店　1987年，2
　頁），「各独占的産業資本においては生産の集積は高度に進んでいるためにこの独占資
　本間での自由競争段階のような競争はそれ自体独占資本にとって破滅的競争を意味す
　るから，独占的産業資本にあっては絶えず協調によって独占資本間の相互の均衡関係
　を保とうという傾向が働いている」（同前，76頁）。しかし，独占的諸資本の間には基本
　的には，競争しかありえないのである。それ故，巨大企業間において競争が困難にな
　り，「破滅的競争」を回避する傾向が働いているということが一面においてみられるこ
　とがあるとしても，独占的産業資本の本質をそのようなものとして規定することは独
　占資本主義論における決定的な誤りである。国家独占資本主義における基本的な傾向
　を「協調」として規定することは，「資本」を忘れた「独占」を想定することでしかない
　のである。
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るのである。しかし，それが「人為的協調」によって形成されたとしても，
更に独占体がその維持のために運動するとしても，独占価格機構は決して永
続性をもちうるものではないということが現代資本主義の大きな特徴でもあ
るのである。その点からすれば，独占価格の安定性の根拠を追求することの
みにおわっていた従来の独占価格論に対して，独占価格体系の崩壊の問題を
も考慮することが要請されているものといえよう。
　ところで，独占価格の安定性とは，独占草間の「協定」が容易であり，供
給を独占することが可能であると想定されることによるものである。しか
し，独占乙丸においてはそれらが諸資本であるかぎり「協調」がではなく，
「競争」が基本的傾向として存在しているのである。独占の成立は，競争の
形態変化をもたらすとはいえ，それは競争そのものをより激しくすることに
おいてである。又，供給独占が持続するためには，需要構造にして変化がな
く，代替財が出現せず，更に輸入品が存在しないという前提が必要とされる
のである。しかし，一般的に資本制生産の発展と拡大とはこれら三要因がい
ずれも大きく変化することをいうのである。その前提条件の不変性こそが独
占価格論を成立ぜしめる根拠であるにもかかわらず，前提条件の変化を無視
したままの独占価格論は少なくとも現代資本主義の基礎理論としての意i義を
もちえないものといえよう。独占資本主義の発展とはまさしく独占価格の成
立を不安定な性格のものにすることに他ならないのである。㈹
（16）独占価格の成立を供給独占に求める場合には，市場シェアに限界があるということが
　前提とされねばならないのであり，それが無限界であり，無制限に拡大可能であるとす
　れば供給制限価格としての独占価格の成立をいうことはできないのである。新製品の
　開発，外国貿易等が問題になる場合，独占価格体系が崩壊の危機に立たされることにな
　るのである。特に，国家独占資本主義段階においては，外国貿易の範囲が急速に拡大す
　ることを想定すれば、国際関係を捨象したもとでの独占価格の成立を論定することに
　は問題があるものといえよう。独占形成に際して，斉藤栄司氏は，「需要要因」の導入の
　重要性を指摘し，「需要が資本の生産に対して制限的作用を及ぼす」（「独占形成論の基
　礎視角について」r経済学雑誌』74～4，82頁）ことを独占形成論の基本的枠組の一つと
　すべきであるとされている。
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　本間氏は，独占の形成においては「生産の集積」が基礎であるとされなが
ら，「独占価格の形成」＝「独占利潤の取得」において始めて独占体の成立を
いうことができるとされているのである。即ち，本間氏は，独占体とは「彼
らが取得する独占利潤においてその本質を実現するところのr独占』」であ
り，その独占利潤は，「彼等の生産する商品の独占価格による販売を通して
えられるもの」（88頁）であり，かくて，「独占利潤こそ，独占の支配の経済
的表現であるとすれば，この独占利潤の発生，取得を保障するものは独占価
格の成立である」（！04頁）とされているのである。しかも，その独占利潤の
源泉は，直接的生産過程にではなく，「人為的協調」によって形成されるもの
とされる独占価格に見出されているのである。そのことはいわば独占資本の
総過程においてはじめて，独占資本が範疇的に規定されるということであ
る。しかし，そのような独占形成の把握では独占体が如何に剰余価値を生産
し続けているかというその再生産機構の分析を包摂しえないものといえよ
う。更に，独占段階に特有の流通過程の分析．独占資本と群小資本とのから
みあいにおいて行われる流通機構の分析を含みえないのである。本間氏にお
いては，自由競争が妨げられるということ，資本と労働の部門間移動が妨げ
られるということ，そのことに独占成立の決定的な根拠が見出され，それ
故，生産価格体系の解体による独占価格体系の成立において独占資本主義の
成立が規定されてしまっているのである。「生産の集積」に基礎づけられた
独占体が如何に剰余価値を生産し，流通するのかという独占資本主i口論にお
ける最も基本的な問題を考察課題としえない「独占資本主義の理論」は，段
階規定の理論体系を形成するものではないのである。独占資本主義に独自の
再生産構造の解明という課題を包摂しえないような理論こそが，まさしく本
間氏の批判されるいわゆる「段階論」に他ならないのである。
　本間氏は，独占価格の成立の根拠を「価格協定」に求められたことによっ
て，独占利潤の源泉も独占資本の生産過程においてではなく，生産された剰
余価値の再配分において求めることになっているのである。そのような独占
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利潤についての源泉把握こそが独占資本主義を本質的には「過剰と停滞」の
体制として規定することになっているのである。まず，本間氏は，「生産の集
積から生ずるもろもろの利点を個々の企業が独占利潤取得の条件として生か
しうるのは，彼等が種々の形態の独占的結合によって，相互の間の破滅的な
競争を回避する限りでのことである」（142～3頁）とされる。「独占的結合」
＝「人為的協調」，カルテル価格の設定そのことによって独占利潤が発生す
るということであり，それ故，「独占的超過利潤の源泉は，非独占的諸部門の
つくりだす剰余価値にある」（303頁）とされるのである。しかも，独占利潤
を現実的に発生させるためには，「独占商品と非独占商品との問の相対価格
の変化によって媒介され」（301～2頁）ることが必要であるとされているの
である。この場合，「相対的価格の変化」は，人為的にもたらされるのであ
り，そのようなものとしてカルテル価格が設定され，「人為的協調」によって
独占価格が設定されることになるのである。
　次いで本間氏は，「独占の支配は，資本の蓄積と再生産の構造にどのよう
な影響を与えるのか」とされ，「独占は経済発展を停滞に導く傾向がある」
（140頁）と結論されている。本間氏がそこで停滞の指標とされているのは，
「経済成長率の長期的趨勢」であり，独占が形成されたことによって経済成
長率が「鈍化」するにいたるということである。即ち，本間氏は，独占が技
術革新に対して積極的な意味をもたないとされているのである。「革新投資
によるコストの切下げ」（149頁）の誘引が独占のカルテル的結合のもとでは
弱くなるということである。
　「独占＝進歩1論は，確かに誤りであるが，「独占＝停滞」論も同じ誤りを
含むものである。資本の一般的本性とは価値増殖にあり，それを生産力の急
速な発展を通して実現していくのであり，資本制生産はその本性において拡
大再生産の可能性を内包するものであるといえよう。そのような資本の本性
が「生産の集積」を物的基盤とする独占体の形成によって変化させられたと
することは正しくないと思われる。問題は独占資本主義の段階において，そ
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のような：資本の本性が如何なる運動形態において実現されていくのかを解明
することにあるのである。本間氏は，「独占的大企業の推進する技術進歩が
経済発展を促進しえない性格と形態のものであるとされる」（148頁）のであ
るが，しかし，独占体の成立によって一時的に経済発展が促進されえないこ
とがあるとしても，それが直ちに資本の本性そのものを変化させたものとし
て理解することは適切ではないと思われる。本間氏の指摘されるように従来
とも独占段階の特徴が「停滞」であるとされてきたのであり，レーニンその
人が，独占価格の設定が「技術的進歩を人為的に阻害する可能性」を生みだ
すとしたのである。しかし，それはいわば独占資本主義成立期の一時的現象
として理解されるべきものであり，そこから直ちに独占資本主義の一般的性
格を「停滞」として結論することはむしろ誤りであるといえよう。いずれに
しても本間氏が独占資本主義の特徴を「停滞」として規定されたそのことは
独占価格成立の根拠が「人為的協調」に求められたことの結果なのであ
る。（1η
（盟）「国家独占資本主義論」と「独占資本主義の理論」につ
　いて
　現代資本主義が資本主義，独占，国家の「重層構造」において認識され，
現代資本主義論の論理構造が「三層の成層構成」におけるものとして規定さ
（17）独占利潤の源泉を独占資本の生産過程に求めることの重要性を指摘されたのは，白杉
　庄一郎氏（r独占理論の研究』ミネルヴァ書房，1961年）である。白虹氏は，「いかなる
　独占資本によっても獲得されうる独占利潤の基本的部分は，それ自身の生産過程を源
　泉とするよりほかない」（148頁）のであり，「独占利潤の基本的部分が独占資本そのも
　のによる労働者の直接的な搾取に由来する」ことを明らかにすることによってのみ「独
　占資本主義の真実の墓堀人」が「労働者に他ならないということが明らかにされる」
　　（工49頁）とされたのである。このような白馬氏の所説は多くの問題を含むものである
　とはいえ，「独占資本主義の理論」の展開における基本的正しさを見失っていないとい
　えよう。
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れたことによって，本間氏は，国家独占資本主i義論とは，r現代資本主義の最
も上層的な部分に関わる」（58頁）理論であるとされるのである。その場合
の「上層」とは「それをなりたたしめる基層の存在と，それによる構造的な
制約関係を前提すると同時に，逆にこの基層に一定の反作用を及ぼし，その
形態を変化させる」（58頁）もののことであるとされ，それ故，独占の経済構
造と国家とは論理的には上下の関係におけるものとして規定された上で，両
者には土台と上部構造との間の相互規定的な関係が存するものとされている
のである。その際，本間氏がまず問題にされるのは，独占資本主義と国家独
占資本主義とを歴史的発展関係において理解するのではなく，「重層的」論
理構造の関係において理解するということである。本間氏は，そこでは次の
ように指摘されている。
　「独占資本主義は，いずれは国家による介入という支柱を必要とする，そ
れ自身の内的傾向をもっている。……（それ故）国家独占資本主義は，単に
歴史的移行の問題としてではなく，独占資本主義との共時的な構造として，
独占資本主義が本来的にとらざるをえない特定の形態なのである。とくに，
現代資本主義にそくして考える場合，そこにみられる国家との関わりをひと
まず捨象した次元での現代資本主義論として，独占資：本主義論を位置付ける
ことができるのであって，その意味では，独占資本主義論と国家独占資本主
義論とは，同じ対象に対する抽象度を異にした，重なり合う二つの理論的規
定であるということができる。従って，国家独占資本主i義論は，独占資本主
義の理論を前提し，これを基礎において，いわば，その上向的展開として与
えられるという関係にある。即ち，現代資本主義の重層構造に対応した，理
論体系における重層構造に他ならない」（64頁）。
　本間氏は，独占資本主義がそれ自身の内的傾向として国家独占資本主義に
発展転化するのであり，それ故，国家独占資本主義を「独占資本主義が本来
的にとらざるをえない特定の形態」であるとされ，かくて，独占資本主義の
理論と国家独占資本主義論とは基礎理論とその上向的展開の関係にあるとさ
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れるのである。ここで問題になるのは，国家独占資本主義が独占資本主義の
「本来的にとらざるをえない特定の形態」とされていることである。国家独
占資本主義がいわば独占資本主義の必然的な形態として規定されるというこ
とは，しかし，それは独占資本主義が「それ自身の自律的な運動に従う経済
体制」（63頁）であるということと，矛盾するものであるといえよう。独占資
本主義はそれ自身として自律的な運動を展開しえないが故に，国家独占資本
主義としてその本来的な形態にまで至るということなのであり，それ故，本
間氏は，「独占資本主義はもともと政治的上部構造による介入補完を必要と
する体制なのである」（308頁）とされたのである。然るに，独占資本主義論
が国家独占資本主義論の土台として規定されるということは，独占資本主義
が自律的な運動を行うが故に一つの段階として規定されるということを含意
しているのである。少なくとも国家独占資本主義が独占資本主義の本来の形
態として規定されるかぎり独占資本主義の経済理論は，基礎理論としてでは
あれ，その展開の根拠をもちえないのである。独占資本主義の経済理論が展
開可能であるのは独占資本主義がそれ自身の自律的運動を展開することを根
拠としているのである。
　次の問題は，国家と独占資本との関連に関わることである。本間氏は，国
家独占資本主義においては，国家の£経済的役割が従前の段階におけるそれ
とは質的に大きく変化している」のであり，国家が「独占資本主義を体制的
に維持するための不可欠の要素として，機能している」（61頁）ところにその
基本的特徴が存するとされているのであるがそのことと，国家独占資本主義
論が理論的「上層」の部分に属するとされていることはかならずしも対応し
た関係にはないのである。国家独占資本主義論が理論的「上層」の部分であ
るということは，国家をその一契機として含む再生産機構の分析が二重に行
われることを必要とするのである。換言すれば，本間氏は，「現代資本主義に
おける蓄積と再生産の過程はこの国家の機能なしには，もはや多少とも順調
に進行しえないものとなっている」こととして，国家独占資本主義の再生産
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機構を把握され，「現段階における資本主i義についてはその経済的構造の本
質的な特徴を明らかにするために，国家という要因を導入することが不可欠
となる」（61～2頁）とされているのであるが，そのことを如何に理論的に展
開するかということである。
　ここで，本間氏においては，国家の経済的役割の規定について二様のもの
が存するのであり，それが議論の混乱を招いていると思われる。その第一の
ものは，国家独占資本主義といえども「独占の支配構造」を変えるものでは
ないとされているものである。本間氏は，国家の介入とは「独占的支配の構
造を何か別のものにつくりかえ，違った方向へ導くため」のものではなく，
「資本の私的な支配力をもってしては統御しえなくなった独占資本主義の諸
矛盾を『解決』し，もしも国家の介入がなければ変形し崩壊するかもしれな
い独占の支配構造を，むしろ不変のままに維持せんがために補強する」
（62～3頁）ものとしての意義をもつとされるのである。これに対して，第
二のものは，「国家が再生産過程の不可欠な一環をなしている」（297頁）とさ
れるものである。
　第一の場合，国家の契機が独占資本の再生産過程においていわば「外部
的」に機能するものとされているのである。そのような国家はいわば政策発
動の機関としての意義をもつとされることになるのである。これに対して，
再生産の一契機として国家が機能するということは，国家の役割が独占体の
利潤追求原則によって規定されるということである。独占の支配構造の補強
として，再生産の外部的介入という意味において国家の機能が理解された場
合，国家独占資本主義論は「政策の体系」（295頁）として展開されることに
なるのである。これに対して，再生産の一契機として国家が機能するという
ことは，そのような国家を包摂した独占資本の蓄積と再生産の機構を分析す
ることが必要とされるのである。然るに，この国家の機能規定を如何に行う
かということは，独占資本それ自体の基本的性格を如何に把握するかという
ことと密接に関連しているのである。独占資本が腐朽と停滞において規定さ
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れる限り，国家は「外部的」契機としていわば瀕死の独占資本主義を補強す
るものとされざるをえないのである。これに対して，独占資本の発展と拡大
の潜在的能力が想定されるかぎり，国家をもその利潤追求原則に従わせるも
のとして規定されることになるのである。現代資本主義における国家の機能
をどのようなものとして規定するかということは，独占資本主義の基本的特
徴を「停滞」に求めるのか，資本主義としての発展と拡大の潜在的可能性に
求めるのかということに関わるのであり，それは詮じつめれば資本主義の基
本的性格の認識そのものに関わるのである。
　ところで，本間氏は，国家の役割の二様の規定を次のように発展と展開の
関係において理解されているのである。
　「国家は，私的資本がその担い手となっている再生産過程にたいし，いわ
ぼ外部から一定の影響を与えるに留まる，……しかしながら，国家の経済的
役割に対する独占体の要求がさらに大きく切実なものとなってくると，国家
はこのような『外部的』介入だけではこれに応えられなくなる。そこで，国
家は『外部的』介入の効果をよりいっそう確実なものとするためにも，それ
自身が一つの経済活動主体として経済構造の内部に入り込み，再生産過程の
一環を担うことになる。こうなると，これはもはや政策次元の問題ではな
く，明らかに経済構造そのもののある種の変容を意味する」（296頁）。
　ここでは，国家が「外部的」介入として機能する場合は，むしろ一時的，
経過的なものとされ，独占資本は必然的に国家を「再生産過程の一環を担
う」ものとして機能せしめるにいたるとされているのである。それは　独占
資本の再生産と蓄積の運動を支配するものは，利潤追求の原則であり，その
実現のために国家が「経済活動の主体」として発動せしめられるものとして
把握するということであり，「再生産過程の一環を担う」程度にまでいたっ
たものとしての国家独占資本主義こそがその成熟した形態として規定される
ということである。
　かくて，問題は，現代資本主義の基本的特徴がこのように国家をも再生産
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過程の一契機として包摂しているものとして把握された場合に，そしてそれ
が正しい認識であるのであるが，「独占資本主義の経済理論」と「国家独占資
本主義の理論」とは論理的上下の関係において規定されることでよいのかと
いうことである。それは換言すれば，理論的「上層jとしての国家独占資本
主義論だけで現代資本主義の総括的，全機構的分析が可能であるかというこ
とでもある。そのような国家独占資本主義論によっては現代資本主義の再生
産機構の分析を含みえない現代資本主義分析しか果たしえないのである。現
代資本主義の全機構的把握のためには国家介入によって大きく変化した再生
産構造の分析が基軸に据えられる必要があるのである。現代資本主義の経済
構造の本質的特徴を明らかにするためには構造的な「基層」においても国家
の契機を導入した展開が必要とされるものといえよう。しかし，それは同時
に独占資本主義論と国家独占資本主義論を論理的上下の関係において規定す
ることをも否定するものでしかないのである。
　ところで，国家独占資本主義の本質的規定を明らかにするためには，国家
独占資本主義成立の根拠を問題にすることが必要であるが，本間氏は，国家
独占資本主義成立の基本的根拠は，「独占資本主義は，その固有の独占的支
配体制を，私的資本の自律的な運動によっては再生産しえない経済体制であ
る」（308頁）ということに存するとされるのである。独占的支配の原理が貫
徹すればするほど，独占資本はそれ自身の基盤をほりくずすことになり，そ
のために国家による支柱を必要とするということである。それ故，国家独占
資本主義とは，「独占資本主義がそれ自身の内的諸矛盾の処理能力をもちえ
なくなったことから必然化した独占資本主義の発展における新しい段階
もはや，単なる（私的）独占資本主義へ復帰することの恐らくありえない，
資本主義の最後の段階である」（59～60頁）とされるのである。
　ここで，独占資本が「それ自身の内的諸矛盾の処理能力」をもちえなくな
るとされているのであるが，しかし，独占資本はそれ自身において「内的諸
矛盾の処理能力」をもちえたことはないのである。産業資本の時代におい
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て，資本は「内的諸矛盾の処理能力」をもちえないが故に，恐慌という爆発
的形態において矛盾を処理しなければならなかったのであり，更には（古典
的な）帝国主義の時代は戦争という形態をとらざるをえなかったのである。
確かに，独占資本は現段階において「内的諸矛盾」の処理を国家を介入させ
ることによって爆発的な形態においてではなく，漸次的な形態において行う
ようになっている。しかし，それは独占資本主義が自律的運動を展開しえな
くなったことを意味するものではない。総じて，本間氏においては国家独占
資本主義の段階における独占資本の基本的性格がいわば瀕死の状態にあるも
のとして規定されているのである。しかし，資本はそれ自体としては常に拡
大再生産の可能性を潜在化させているのである。その本質において資本は自
己を実現することにいささかの変化ももたらしてはいないのである。国家独
占資本主義は，独占資本がその利潤追求衝動を実現するために，国家をも経
済過程に引き込んだものとして規定されねばならないのである。瀕死の状態
にある資本主義が国家という装置に支えられてかろうじて維持されているそ
のような状況として現代資本主義を理解することはむしろ誤りですらあると
し、えよう。（18）
IV）現代資本主i義論の理論構成について
　　一結びに代えて一
　現代資本主義論を「三層の成層構造」において体系化しようとする限り，
現代資本主義を体系的一：貫性において把握することに基本的な難点を伴なう
ということがこれまで問題にしてきたことである。しかし，そうであるとす
れぽ，それに代わる方法論が模索されねばならないのである。この点につい
（18）国家独占資本主義論の方法については，国家独占資本主義の成立の必然性，国家の介
　入の形態等多くの問題を含むものであるので，稿を改めて議論することにする。
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て，ここでは若干の検討を試みるに留めておこう。
　現代資本主i義論の体系的展開に際して，『資本論』の方法の重要性を強調
されるのは，森岡孝二氏である。森岡氏は，現代資本主義論を資本主義三生
産様式の一般理論と独占資本主i義の理論との二大部室からなる重層システム
として展開しようとするような見解は「訂正」（19）されねばならないとされ，
現代資本主義分析の方法について，資本主義的生産様式の一般理論の個々の
部編に資本主義の独占的形態の理論的規定を取り入れることが必要であり，
そのためには，（1）「マルクスが『資本論』であたえた資本概念の一層の展開
のうちに，独占資本主義の諸現象にとどまらない資本主義発展の現代的諸現
象を位置させ，経済理論を現代的に刷新すること」，（2）「現代資本主義の歴
史的・構造的特質をとらえるには，経済理論の現代的展開との相互関係にお
いて世界システムとしての資本主i義体制の総体を歴史的・具体的に分析する
こと」，（20）この二点が必要であるとされるのである。森岡氏のこのような指摘
自体は極めて重要であると思われるのであるが，その所説が説得的でありえ
るためには「現代的に刷新」された経済理論の内容＝基本構成が明確にさ
れ，具体的に展開されることが必要であるといえよう。（21）
　かくて，『資本論』こそが同時代の資本主義の全体像を把握しようとした
ものに他ならないとすれば，『資本論』における資本蓄積と再生産の叙述の
方法にそくして現代資本主義論の体系的展開を図ることが必要なのであり，
従って現代資本主義の生産過程，流通過程，総過程の上向的展開としてそれ
を試みてみることである。
　現代資本主義論の理論構造を『資本論』体系の三段階的展開にそくして考
（19），（20）森岡孝二「現代資本主義分析の諸前提」r経済』1988年1月号，221～2頁。
（21）森岡氏がr資本論』の「現代的に刷新」された理論として挙示されているものは，い
　ずれも「資本の直接的生産過程」に属するものである。それは独占体の独占利潤の発生
　源を明確にするという点で重要な論点であるが，それに加えて独占資本の流通過程，総
　過程の分析が構想される必要があるのである。森岡孝二「構造転換分析と経済理論」
　r講座：構造転換』④青木書店，！987年。
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えるということは，これまで指摘されることはそれほど多くはなかったので
あるが，その中で，豊崎昌昌は，従来の国家独占資本主i義論は，「価値論，剰
余価値論の基礎から体系的に説明されていない」のであり，それはいわば
「『資本論』や『帝国主義論』を前提としてそれらの二二の『国家独占資本主
義論』」であると批判されたうえで，r現代の経済学としての国家独占資本主
義経済論は弁証法的方法でもって国家独占資本主義経済をその本質的なるも
のまで抽象分析して抽象過程で捨象したものを有機的に総合した理論体系で
なけれぼならぬ」（22）とされて，次のように指摘されている。
　まず第一に，「独占資本の成立の必然性とその独占資本の剰余価値形成過
程とを価値論を基礎に分析せねぽならぬ。この場合独占資本の独占利潤の源
泉を利潤の再分配にのみ求めるのは一方的であり，独占資本はその経済力に
よって剰余価値率を高めて独占利潤の一源泉を確保しうるのである」，「この
独占資本の直接生産過程の本質が解明されるのでなければ，国家独占資本主
義経済の基本的生産関係は明瞭にはならないj。第二にJ「資本の流通行程も
単なる資本の形態二形でなく，独占資本の流通過程の分析でなければならな
い。もちろんその流通過程には非独占資本の流通行程がからみ合っていて，
特に独占的商業資本が介在していて非独占資本の生産資本→商品資本→貨幣
資本への転化がいよいよ困難になる過程を明らかにせねばならない。そうし
て特に独占的産業資本，非独占的産業資本の二形過程については固定資本・
流動資本別に流通過程が分析されねばならぬ。またそれらの生産資本の転形
過程は商品取り扱い資本，貨幣取り扱い資本の展開過程とのからみ合わせに
おいて分析される必要がある。特に注意を要するのはこれらの流通行程を世
界経済の視点から付加分析することである」。第三に，「直接生産行程と流通
行程との社会的な総合過程の分析の課題がある。この分析過程で価値・剰余
価値が独占価格・独占利潤・労賃等にいかに実現せられるかが，再生産が独
（22）豊崎稔『現代資本主義論』ミネルヴァ害房，1965年，215頁。
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占資本の最大利潤獲得のための蓄積を契機として展開する過程で分析され
る」，然るに，「これまでの総合過程の分析は国家経済との関係が捨象されて
いる」ので，「この過程の分析につづいていままでの市場視角の総合過程の
分析から国家経済への結び付きの必然性とその機構の分析が行われねばなら
ぬ」。（23）
　ここで，豊崎氏は，独占利潤の源泉を直接的生産過程における剰余価値の
生産に求めることによって独占資本の基本的性格を規定されようとしている
のである。独占利潤とは，独占的支配力の物的基盤であり，独占体は本間氏
も指摘されるように「独占利潤においてその本質を実現する」（88頁）もので
あるとすれぽ，それは独占資本の労働者に対する支配と従属によって根拠付
けられねばならないのである。それ故，独占資本が一方では直接的に労働者
を支配する関係を明らかにすることと，他方では非独占資本への支配と強制
の関係を通して間接的に非独占企業の労働者を支配するものであることが生
産それ自体において明確にされておかねばならないのである。生産過程の分
析は，独占体が如何に剰余価値を生産するかを明らかにすることを課題とす
るのであるが，現代資本主i義のもとではそれは独占資本と労働者の関係，独
占と非独占との対抗関係という二様の関係分析を伴なうものである。
　生産過程の分析においては国家が捨象されねばならないことに関連して，
古川哲氏は，国家独占資本主義体制のもとであるとはいえ，「厳密な意味で
の生産老としての国家の機能は重大なものではありえない」からであるとし
て，「なぜならば国家独占資本主義のもとでの国家は本来的生産体＝剰余価
値追求者たる私的独占の完全な支配のもとにあり，それと対立しその地位を
代位することは許されず，本来それは生産者としては極めて限定された範囲
内でしか活動することを許容されないからである」（24）とされている。しかし，
（23）同前，215～7頁。
（24）古川哲『危機における資本主義の構造と産業循環』有斐閣，1970年，88頁。
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生産過程の分析に際して国家の契機を捨象するということは，「本来的商品
生産において国有企業の占める比重が小さい」という単なる事実関係による
ものではなく，独占資本存立の物的基盤をその本質において解明することが
必要とされることによるのである。（25）
　生産過程の分析においては，独占資本それ自体の拡大再生産能力を明確に
する意味においても国家の契機が捨象されねばならないのである。しかし，
流通過程の分析，総過程の分析においては国家の契機をも含めて考察される
必要があるのである。再生産の一契機として国家の機能を位置付けるという
ことはそのことである。
　かくて，現代資：本主i義をいわゆる全機構的把握において認識するためには
いわば上部構造としての国家の機能を分析するに留まるのではなく，国家と
独占資本との関係の分析をその抽象的次元においても果たすことが必要であ
るといえよう。しかし，それが理論化されるためには生きた現実についての
周到な考察が必要とされるのである。
（25）古川氏は，「国家の再生産過程への全面的・恒常的介入の主要な経路と形態」には「①
　生産老としての国家の役割，②資本蓄積源泉としての国家の役割，③消費者としての国
　家の役割，④流通過程への介入＝流通統制者としての国家の役割，⑤対外的闘争と進出
　の組織者としての国家の役割」（同前，89：頁）という五点があるとされている。
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